
 
資料 1 

 国際規制物資の使用等に関する規則の一部改正及び  

これに対する意見募集の実施について（案） 

令和２年１月２２日 

原 子 力 規 制 庁 

１．経緯及び概要 

（１） 国際原子力機関（IAEA）及び原子力規制委員会は、日・IAEA保障措置協定及びそ

の追加議定書並びにこれらに対する補助取極1 並びに核原料物質、核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制法」という。）に基づき、我が国

内の原子力施設等に対して保障措置に関する査察活動等を実施している。査察活動

等の具体的内容は、補助取極及び原子炉等規制法に基づき国際規制物資の使用等に

関する規則（以下「規則」という。）において規定され、IAEA及び原子力規制委員

会はその範囲内で査察（原子力規制委員会は保障措置検査）を実施してきている。 

（２） IAEA はこれまでの統合保障措置アプローチ2 に代えて国レベル保障措置アプロ

ーチ3 を新たに策定し、これに基づき査察活動の内容の一部の見直しの検討を進め

てきているところ、我が国についても、平成28年に国レベル保障措置アプローチ

が策定され、査察活動の内容の見直しが行われてきた。その結果、現行の規則との

関係では、六ヶ所濃縮施設で実施される査察活動のうち、拡大頻度限定無通告査察

（ELFUA）4 の回数について、最大１３回／年と規定しているものが、今後施設の

状況に応じて柔軟に査察活動を行うことができるよう、補助取極に合わせ、平均１

３回／年と改められるため、規則の関係規定の改正を行うこととしたい。また、併

せて、類似の規定内容を明確化するための改正を行うこととしたい。 
 

２．意見募集の実施 

  行政手続法に基づき、規則における濃縮施設及びその関連施設から構成される加工施

設並びに特定原子力施設における年間の保障措置検査の回数に係る規定の改正案（別

紙）について意見募集を実施することとしたい。 
 

３．今後の予定 

 意見募集の実施     令和２年１月２３日から２月２１日までの３０日間（予定） 

 規則改正案の委員会決定 同年３月（予定） 

 公布          上記委員会後、速やかに行う 

 施行          同年４月１日（予定） 
 

４．添付資料 

別紙 国際規制物資の使用等に関する規則の一部を改正する規則（案） 

                                  
1 日・IAEA保障措置協定に定められている規定の具体的適用方法を規定するための技術上及び運用上の
各種手続きを記したもの。 
2 施設タイプ別に IAEAが作成した各国共通のモデルアプローチに従い作成された施設タイプ単位又はサ
イト単位で最適化された保障措置手段を記したもの。 
3 当該国が持つ核燃料サイクルやその技術・能力から考えられる核爆発装置の取得経路を特定し、見つけ
るために設定された当該国全体を単位として最適化された保障措置手段を記したもの。 
4 頻度を限定して拡大された立入可能範囲で行う短期通告査察 
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